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（単位：百万円）
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負 債 合 計 63,338
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59,200
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3,233
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純 資 産 合 計 176,231

資 産 合 計 負 債 純 資 産 合 計 239,569

※　金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

そ の 他 903

貸 倒 引 当 金 △1,444

敷 金 及 び 保 証 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等

前 払 年 金 費 用

239,569

その他有価証券評価差額金
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4,547 資 本 準 備 金

繰 越 利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

固定資産圧縮積立金

8,642

2,103
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12,178

完 成 工 事 未 収 入 金 24,812

関 係 会 社 株 式 5,532

長 期 貸 付 金

退 職 給 付 引 当 金

14,208

127,692

そ の 他

94,309

固 定 負 債

機 械 ・ 運 搬 具 繰 延 税 金 負 債

4,786

157

電 話 加 入 権

工 具 器 具 ・ 備 品 1,787 そ の 他

土 地 58,727

834

資 本 剰 余 金

　貸　　借　　対　　照　　表
(2026年３月31日現在)

科 目 金 額 科 目 金 額

受 取 手 形 1,321

買 掛 金

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産 111,876 流 動 負 債

現 金 預 金 37,920

工 事 未 払 金

電 子 記 録 債 務

電 子 記 録 債 権 5,017

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

18,750

未 払 金

そ の 他 3,905

完 成 工 事 補 償 引 当 金

工 事 損 失 引 当 金

2,012

賞 与 引 当 金

材 料 貯 蔵 品

売 掛 金 9,631 未 払 法 人 税 等

未 成 工 事 支 出 金 6,353

未 成 工 事 受 入 金

短 期 貸 付 金 6,910

役 員 賞 与 引 当 金

株 主 資 本

資 本 金

長 期 株 式 給 付 引 当 金

契 約 資 産 14,196

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

そ の 他

借 地 権

（ 純 資 産 の 部 ）

貸 倒 引 当 金 △208 短 期 株 式 給 付 引 当 金



(単位：百万円)

     金　　　　　　       額

179,279
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154,181

61,454 215,635

25,097

10,714 35,812

19,064

16,747

53

863

92 1,010
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716 750

17,007

59

0

295 355

382

1,322

82 1,787

15,576

4,715

△804 3,910

11,665

※　金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

そ の 他

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

減 損 損 失

そ の 他

経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

そ の 他

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損

支 払 手 数 料

製 品 売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

そ の 他

営 業 外 費 用

完 成 工 事 総 利 益

　損　　益　　計　　算　　書
2025年４月１日から

2026年３月31日まで

科 目

売 上 高

完 成 工 事 高

製 品 売 上 高

売 上 原 価

完 成 工 事 原 価

製 品 売 上 原 価

売 上 総 利 益



11,665 11,665

固定資産圧縮積立金の取崩

当期純利益

－ △2 －

－

株主資本

当期変動額

剰余金の配当　

当期首残高

当期変動額合計

当期末残高

資本準備金

資本剰余金

株主資本

－

23,006

その他利益剰余金

利益剰余金

資本剰余金
合計

3,728 662 59,200

△2

△5,934 △5,934

61,318 124,909

利益剰余金
合計

繰越利益
剰余金

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期純利益

固定資産圧縮積立金の取崩

剰余金の配当　

23,006

－

当期変動額

当期首残高

19,350

－ －

23,006

－

－

5,733 5,731

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

1,456

2 － －

－ 1,456 1,456

－ －

－

11,665

－ △5,934

11,665 －

当期末残高

3,728 659 59,200

67,052 130,640

利益剰余金

その他
利益剰余金

当期変動額合計

167,266 1,777 1,777 169,043

評価・換算差額等

純資産合計株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

△5,934

利益準備金 固定資産
圧縮積立金

別途積立金

※　金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

　株　主　資　本　等　変　動　計　算　書
2025年４月１日から

2026年３月31日まで

（単位：百万円）

資本金

19,350

172,997 3,233 3,233 176,231

5,731 1,456 1,456 7,187

23,006



個 別 注 記 表 

( 2025年４月１日から 
2026年３月31日まで )  

  

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】 
１. 資産の評価基準及び評価方法 
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的の債券 
償却原価法（定額法） 

② 子会社株式及び関連会社株式 
移動平均法による原価法 

③ その他有価証券 
市場価格のない株式等以外のもの 
時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
市場価格のない株式等 
移動平均法による原価法 

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法  
① 未成工事支出金 

原価法（個別法） 
② 材料貯蔵品  

原価法（最終仕入原価法） 
なお、貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定してお

ります。 
２. 固定資産の減価償却の方法  
(1) 有形固定資産 

定率法によっております。 
ただし、1998年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月

１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。 
なお、主な耐用年数は次のとおりです。 

建物・構築物 ５～60年 
機械・運搬具 ２～15年 
工具器具・備品 ２～22年 

(2) 無形固定資産 
定額法によっております。 
なお、主な耐用年数は５年です。 

(3) 長期前払費用 
定額法によっております。 
なお、主な償却期間は５年です。 

３. 引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 

債権の回収危険に対処し、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見積額に基づき計上しておりま

す。 
(3) 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 
(4) 完成工事補償引当金 

完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当事業年度の完成工事高に対する将来の
見積補償額に基づき計上しております。 

(5) 工事損失引当金 
受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末手持工事のうち損失の発生が見

込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることができる工事について、損失見込額を計
上しております。 

(6) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 



退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は、次のとおりです。 
① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる
方法については、期間定額基準によっております。 

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 
数理計算上の差異については、発生した各事業年度における平均残存勤務期間以内の

一定の年数（12年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費
用処理しております。 

過去勤務費用については、発生した各事業年度における従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（12年）による定額法により費用処理しております。 

  （7）株式給付引当金 
役員株式給付規程に基づく役員に対する将来の親会社株式の給付に備えるため、当事業

年度末における株式給付債務の見込額を計上しております。 
株式給付規程に基づく従業員に対する将来の親会社株式の給付に備えるため、当事業年

度末における株式給付債務の見込額を計上しております。 
４. 収益及び費用の計上基準 
(1) 建設事業 

建設事業においては、主に舗装工事、土木工事等の工事契約を締結しております。当該
契約について、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができる工事につい
ては、履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益を認識しています。履行義務
の充足に係る進捗度の見積りの方法は、主として発生原価に基づくインプット法を適用し
ています。また、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時
点までの期間がごく短い工事契約又は取引価格が少額の工事については、完全に履行義務
を充足した時点で収益を認識しています。 

(2) 製造・販売事業 
製造・販売事業においては、主にアスファルト合材・乳剤及びその他建設資材等の製

造・販売を行っております。このような製品の販売については、製品の特性上、顧客に対
して製品を出荷した時点で、顧客に当該製品に対する支配が移転し、履行義務が充足され
ると認められることから、製品の出荷時点で収益を認識しております。 

５. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 
(1) 控除対象外消費税等の会計処理 

資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税は当事業年度の費用として処理しておりま
す。 

(2) 関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び手続 
共同企業体の会計処理については、共同企業体を独立した企業体とみなして持分相当額

を計算書類に取り込む方式（独立会計方式）によっております。 

 

【会計上の見積りに関する注記】 
収益認識における工事原価総額の見積り 
(1) 当事業年度における計上額 

当社は、当事業年度において、一定期間にわたり収益を認識する方法により完成工事高
を75,941百万円計上しております。 

 (2) その他見積りの内容に関する理解に資する情報 
当社の完成工事高の計上は、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることがで

きる工事については、履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益を認識してい
ます。履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、主として発生原価に基づくインプ
ット法を適用しています。 
工事進捗度の見積りにおいて主要な見積りである工事原価総額は、工事契約に係る実行

予算を作成することにより見積りを行っております。建設工事は工程の進捗に伴って設
計・仕様・工法等の変更、顧客や協力会社との協議の進捗を含む、様々な状況変化が生じ
るという特性があります。そのため、そのような状況を適時・適切に工事原価総額の見積
りに反映するために見積りと実績を対比することにより、見積りの見直しを行っておりま
す。 
今後、将来の不確実な状況変化により見直しが必要となった場合、翌事業年度以降の計

算書類において認識する完成工事高の金額に重要な影響を与える可能性があります。 
 
 



【貸借対照表に関する注記】 
１．有形固定資産の減価償却累計額 124,457百万円 
２．受取手形裏書譲渡高 －   円 
 
３. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 7,428百万円 
長期金銭債権 2,103百万円 
短期金銭債務 1,995百万円 

 
４. 顧客との契約から生じた債権の残高及び契約資産の残高 

受取手形 1,321百万円 
電子記録債権 5,017百万円 
完成工事未収入金 24,812百万円 
売掛金 9,631百万円 
契約資産 14,196百万円 

 
【損益計算書に関する注記】 

関係会社との取引高 
営業取引による取引高 
売上高 2,878百万円 
仕入高 11,065百万円 

営業取引以外の取引による取引高 712百万円 
 
【株主資本等変動計算書に関する注記】 

１. 発行済株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増  加 減  少 当事業年度末 

普通株式(株) 82,419,092 － － 82,419,092 

２. 配当に関する事項 
(1) 配当金支払額 

決  議 株式の種類 
配当金の 
総 額 
(百万円) 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基 準 日 効力発生日 

2025年6月23日 
株主総会 

普通株式 5,934 72 2 0 2 5 年 3 月 3 1 日 2 0 2 5 年 6 月 2 4 日 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 
該当事項はありません。 

 
【金融商品に関する注記】 

１. 金融商品の状況に関する事項 
(1) 金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については、余資運用の内規に基づき、安全性の高い金融資産による
短期的な運用を行っております。資金調達（設備投資に必要な資金及び短期的な運転資金）
については、原則として自己資金によっておりますが、必要に応じて銀行等金融機関から
の借入を行うこともあります。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 
営業債権である受取手形・完成工事未収入金等は、顧客の信用リスクに晒されておりま

す。有価証券は、主に公社債等の満期保有目的の債券や、公社債投資信託及び合同運用指
定金銭信託で、投資有価証券は、政策保有の株式及び社債等であり、発行会社の信用リス
クや市場価格の変動リスクに晒されております。 
営業債務である支払手形・工事未払金等はすべて１年以内の支払期日であり、為替変動

リスク等はありません。 
(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 
当社は、経理規程に従って、各事業所の経理担当者及び営業担当者が中心となり、個

別の営業債権の回収状況と残高の管理を日常的に実施しており、定期的に更新された取
引先の情報を各事業所担当者が共有し、状況の変化に対し早期に対応できる体制を整備



することにより、貸倒れによる損失の軽減に努めております。また、回収懸念の兆候が
表れた営業債権を抽出し、各事業所から支店及び本店管理部門に対し状況報告義務を課
すなど、管理強化を図っております。 

満期保有目的の有価証券等は、余資運用の内規に基づき投資適格のもので、かつ、償
還期間が短期のものを主に購入しているため、信用リスクは僅少であります。 

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 
株式等は、購入に際し取引上のメリット、財務状況や将来性等を考慮しており、また、

市場価格や財務状況は定期的に確認しております。 
(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を
採用することにより、当該価額が変動することがあります。 

２. 金融商品の時価等に関する事項 
2026年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。（(注３)を参
照ください。）また、「現金預金」、「受取手形」、「電子記録債権」、「完成工事未収入
金」、「契約資産」、「売掛金」、「短期貸付金」、「電子記録債務」、「工事未払金」及
び「買掛金」は、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似する
ことから、注記を省略しております。 

  
貸借対照表計上

額 
（百万円） 

時 価 
（百万円） 

差 額 
（百万円） 

(1) 投 資 有 価 証 券    

① その他有価証券 7,996 7,996 － 

(2) 長期貸付金 2,103   

貸倒引当金(*１) △1,444   

 659 659 － 

(*1) 長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。 

 

(注１) 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じ

て、以下の３つのレベルに分類しております。 
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格

により算定した時価 
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプ

ットを用いて算定した時価 
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それら

のインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低
いレベルに時価を分類しております。 

(1) 投資有価証券 
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引され

ているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。 
(2) 長期貸付金 

担保及び保証による回収見込額等に基づいて算定しております。時価は決算日にお
ける貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似してい
ることから、当該価額を時価としており、時価に対して観察できないインプットによ
る影響が重要なため、レベル３の時価に分類しております。 

 
(注２) 有価証券に関する事項 

その他有価証券の当事業年度中の売却額は0百万円であり、売却益の合計額は0百万
円、売却損の合計額は0百万円であります。 
また、その他有価証券において、種類ごとの貸借対照表計上額、取得原価及びこれ

らの差額は、次のとおりであります。 
 

 



 
貸借対照表計上額 

（百万円） 
取得原価 
（百万円） 

差 額 
（百万円） 

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

   

  株式 7,808 3,082 4,726 
  その他 － － － 

小計 7,808 3,082 4,726 
貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

   

  株式 187 200 △12 
  その他 － － － 

小計 187 200 △12 
合計 7,996 3,282 4,713 

 
(注３) 市場価格のない株式等 

区分 
貸借対照表計上額 

（百万円） 
非上場株式 6,178 
これらについては、「その他有価証券」には含めておりません。 

 
(注４) 金銭債権の決算日後の償還予定額 

 
１年以内 
（百万円） 

１年超５年
以 内 
（百万円） 

５年超10年
以 内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

長期貸付金 － 832 566 705 
合計 － 832 566 705 

 

 

【関連当事者との取引に関する注記】 
親会社及び主要法人株主等 

種
類 

会社等
の名称 

資本金 
(百万円) 

議決権
等の所
有(被
所有)
割合
(％) 

関連当事者
との関

係 

取引の
内容 

取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 

親会社 
インフロニア・ 
ホールディングス㈱ 

20,000 
被所有 
直接100.0

ＣＭＳ取引 
(注１) 

ＣＭＳ取引 9,577 短期貸付金 6,722 

受取利息 40   

(注１) 取引条件及び取引条件の決定方針等 
ＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・サービス）取引は、グループ企業の資金を一

元管理するものです。取引金額については、期中における平均残高を記載しています。
利率は市場金利を勘案して合理的に決定しています。 

 
【収益認識に関する注記】 

収益を理解するための基礎となる情報 
(1) 契約の識別及び履行義務の識別 
① 建設事業 

主に舗装工事、土木工事等の工事契約を顧客との間で締結しております。当事者間で
書面による契約を承認し、引渡し等が予定されている財又はサービスを識別しておりま
す。識別された契約のうち、複数でも実質的には単一の契約と判断されるものについて
は単一の契約とみなします。契約変更がある場合には、変更される内容等に応じて、追
加変更の契約又は独立の契約とするか判断しております。契約内に別個の履行義務がな
いか検討し、要件を満たしたものは別個の履行義務として識別しております。 

なお、履行義務を充足してから対価を受領するまでの期間が通常は１年以内であるた



め、当該顧客との契約に基づく債権について、重要な金融要素の調整は行っておりませ
ん。 

② 製造・販売事業 
主にアスファルト合材、乳剤及びその他建設資材の製造・販売を行っております。 
なお、履行義務を充足してから対価を受領するまでの期間が通常は３ヶ月以内である

ため、当該顧客との契約に基づく債権について、重要な金融要素の調整は行っておりま
せん。 

 
(2) 取引価格の算定に関する情報 

① 建設事業、及び② 製造・販売事業 
財又はサービスの引渡し等によって得ると見込む対価の額をもって取引価格を算定し

ております。対価の額は原則として契約書等によって定められた金額としますが、当該
金額に影響を及ぼす契約条件や取引慣行等について、その影響を考慮しております。 

 
(3) 履行義務への配分額の算定に関する情報 

① 建設事業 
１つの契約について、複数の履行義務が識別された場合には、予想コストに利益相当

額を加算するアプローチにより独立販売価格の見積りを行っております。取引価格は、
契約額を独立販売価格の比率に基づいて、それぞれの履行義務に配分して算定しており
ます。 

② 製造・販売事業 
１つの契約につき複数の履行義務は識別されていないため、取引価格の履行義務への

配分は行っておりません。 
 
(4) 履行義務の充足による収益の認識 

① 建設事業 
履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができる工事については、履行

義務を充足するにつれて一定期間にわたり収益を認識しております。 
履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、主として発生原価に基づくインプッ

ト法を適用しております。また、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足す
ると見込まれる時点までの期間がごく短い工事契約については、完全に履行義務を充足
した時点で収益を認識しております。 

② 製造・販売事業 
製品の特性上、顧客に対して製品を出荷した時点で、顧客に当該製品に対する支配が

移転し、履行義務が充足されると認められることから、製品の出荷時点で収益を認識し
ております。 

 

【研究開発に関する注記】 
 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費       1,996 百万円 
  



【税効果会計に関する注記】 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 
 未払事業税 209百万円

 貸倒引当金 518百万円

 賞与引当金 1,407百万円

 株式給付引当金 884百万円

 退職給付引当金 1,266百万円

 投資有価証券評価損 136百万円

 減損損失 647百万円

 その他 702百万円

繰延税金資産小計 5,774百万円

 評価性引当額 △1,029百万円

繰延税金資産合計 4,745百万円
 

繰延税金負債 
 資産評価益 △147百万円
 固定資産圧縮積立金 △301百万円
 前払年金費用 △3,824百万円
 その他有価証券評価差額金 △1,480百万円
 その他 △130百万円
繰延税金負債合計 △5,884百万円
繰延税金負債の純額 △1,139百万円

 
 
【１株当たり情報に関する注記】 
 １. １株当たり純資産額 2,138円23銭
 ２. １株当たり当期純利益 141円53銭
 

 
 


